
自　令和　７年　４月　１日

第３１期

至　令和　８年　３月３１日

計　　算　　書　　類

東大阪再開発株式会社



（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 303,086 流動負債 308,313

現金預金 253,205 136,373

売掛金 34,625 未払金 40,145

前払費用 12,431 未払費用 5,137

差入敷金・保証金 2,822 未払法人税等 31,348

未払消費税等 20,716

固定資産 2,364,854 前受金 58,379

　有形固定資産 2,110,559 預り金 2,570

建物 736,240 賞与引当金 2,154

構築物 2,992 預り敷金・保証金 11,488

機械及び装置 87,649

工具器具備品 6,519

土地 1,277,156 固定負債 3,583,921

長期借入金 2,224,672

退職給付引当金 8,355

預り敷金・保証金 1,350,893

負債合計 3,892,234

　無形固定資産 28,522 （純資産の部）

電話加入権 582 株主資本 △ 1,224,293

のれん 27,386 資本金 100,000

ソフトウェア 553 利益剰余金 △ 1,324,293

 その他利益剰余金 △ 1,324,293

　投資その他資産 225,773 繰越利益剰余金 △ 1,324,293

出資金 501 自己株式 △ 0

差入敷金・保証金 127,487

繰延税金資産 97,784

純資産合計 △ 1,224,293

資産合計 2,667,940 負債・純資産合計 2,667,940

貸　借　対　照　表 

第 31 期（令和 8年 3月 31日現在）

1年以内返済予定長期借入金



自　令和　7年　4月　1日

至　令和　8年　3月 31日

（単位：千円）

科　　目

　売上高 1,108,770

　売上原価 783,907

売上総利益 324,862

　販売費及び一般管理費 111,824

営業利益 213,037

　営業外収益

受取利息 99

受取配当金 10

助成金 3,200

雑収入 1,180 4,489

　営業外費用

支払利息 20,471 20,471

経常利益 197,055

税引前当期純利益 197,055

法人税、住民税及び事業税 51,310

法人税等調整額 △ 97,784

当期純利益 243,529

損　益　計　算　書

第 31 期

金　　額



自　令和　7年　4月　1日

至　令和　8年　3月 31日

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 △ 1,567,822 △ 0 △ 1,467,822 △ 1,467,822

当期変動額

　当期純利益 243,529 243,529 243,529

当期変動額合計 243,529 243,529 243,529

当期末残高 100,000 △ 1,324,293 △ 0 △ 1,224,293 △ 1,224,293

株主資本等変動計算書

第 31 期

株主資本

純資産合計
資 本 金 自己株式 株主資本合計

（単位：千円）



重要な会計方針に係る事項

１．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

耐用年数及び残存価額は、法人税法に規定する方法と同一の基準を採用

しています。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用していま

す。

２．引当金の計上基準

賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担

額を計上しています。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額から中小企業退

職金共済制度より支給される額を控除した額を計上しています。

３．のれんの償却に関する事項

効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間において均等償却し

ています。

４．消費税等の会計処理

税抜方式を採用しています。

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 20,000 株

当事業年度末における自己株式の種類及び総数

普通株式 400 株

個別注記表



税効果会計に関する注記

（課税標準ベースで表示しております）

（単位：円）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

賞与引当金 2,154,250

未払社会保険料（賞与引当金対応） 687,313

未払事業税 8,202,500

減価償却超過額 277,156,575

退職給付引当金 8,355,546

合計 296,556,184

２．繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

合併に伴うのれん計上額 21,339,720

３．法定実効税率：35.53％

　なお、繰延税金資産は当期より計上しております。これは、前々期まで過去において重大な

欠損金を有する企業であったため保守的に考慮して、繰延税金資産を計上しておりませんで

したが、過去４年間および当期のすべての事業年度において課税所得が安定的に生じている

企業に該当することとなったためです。

その他の注記

有形固定資産の減価償却累計額 1,937,028 千円

固定資産圧縮額 59,222 千円



自　令和　７年　４月　１日

第３１期　

至　令和　８年　３月３１日

附　属　明　細　書

東大阪再開発株式会社



１．有形固定資産及び無形固定資産の明細

（単位：千円）

区分 資産の種類 期首帳簿価格 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価格 減価償却累計額 期末取得価格

建物 784,767 - - 48,526 736,240 1,754,997 2,491,238

構築物 3,562 - - 570 2,992 3,295 6,287

機械及び装置 102,087 5,800 - 20,237 87,649 138,895 226,545

工具器具備品 5,508 2,700 - 1,688 6,519 7,788 14,307

土地 1,277,156 - - - 1,277,156 - 1,277,156

リース資産 - - - - - 32,051 32,051

建設仮勘定 8,770 - 8,770 - - - - 

合計 2,181,852 8,500 8,770 71,022 2,110,559 1,937,027 4,047,587

電話加入権 582 - - - 582

のれん 31,653 - - 4,267 27,386

ソフトウェア 711 - - 158 553

合計 32,948 - - 4,426 28,522

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産



２．引当金の明細

（単位：千円）

目的使用 その他

2,092 2,154 2,092 -

7,646 709 - -

３．売上原価の明細

期末残高

2,154

8,355

修繕費

出向分担金

リース料

計

（単位：千円）

摘　要

給料

法定福利費

保険料

水道光熱費

消耗品費

70,210

退職給付引当金

賞与引当金

区分

広告企画保守料

減価償却費

租税公課

共益費

施設使用料

賃借料

管理委託料

科目

39,349

22,369

11,677

54,031

7,137

40,451

307

783,907

3,231

162,816

22,508

3,654

25,609

15,531

金　額

期首残高 当期増加額
当期減少額

305,019



４．販売費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

科　目 摘　要

役員報酬

給料手当

賞与

法定福利費

福利厚生費

賞与引当金繰入

退職給付費用

減価償却費

消耗品費

旅費交通費

水道光熱費

共益費

清掃費

支払手数料

顧問料

会議費

通信費

租税公課

リース料

諸会費

のれん償却

雑費

計 111,824

17,936

1,614

1,719

967

224

2,075

1,158

495

263

4,267

3,689

1,189

金　額

16,384

34,982

5,401

11,315

1,480

2,154

2,432

971

812

288


